
調査研究結果の
分析・検証・周知
施策への反映

【概要】
法律の専門家である弁護士が、その専門的知識・経験に基づき、学校において法的側面からのいじめ予防教育を行うとともに、
いじめなどの諸課題の効率的な解決にも資する、学校における相談体制の整備に関する調査研究を実施する。【2→3箇所】

いじめ防止等対策のためのスクールロイヤー活用に関する調査研究

１．法的側面からのいじめの予防教育
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学校において、いじめ防止対策推進法等に基づいて、いじめ問題への対
応が徹底されているかを弁護士が法的側面から確認することの有効性を検
証する。

【背景】
○ 国は、困難な問題の解決に向けて相談できる弁護士等、多様な人材による支援体制を構築する。【いじめの問題等への対応
について（第一次提言）（平成25年2月26日教育再生実行会議決定）】

○ いじめの防止のためには、いじめに向かわない態度・能力の育成が喫緊の課題である。発達の段階に応じて、児童生徒がい
じめの問題を自分のこととして捉え、考え、議論することにより、正面から向き合うことができるよう、実践的な取組を行う必要
がある。【いじめの防止等のための基本的な方針（平成25年10月11日文部科学大臣決定（平成29年3月14日最終改定））】

（前年度予算：3百万円）

平成30年度予算額（案）：10百万円

３．法令に基づく対応の徹底

２．学校における法的相談への対応

学校が、児童生徒を取り巻く問題について弁護士に相談し法的アドバイス
を受けることや、弁護士による教員向けの研修会を受けること等が、生徒指
導上の諸課題の効率的な解決に資することについて検証を行う。

弁護士が、実例（裁判例等）を示しながら、人権を守ることの重要性やいじ
めの法律上の扱い（刑事罰の対象となり得ることや、不法行為に該当し損害
賠償責任が発生し得ること等）について教える授業モデルの構築や実践的
な教材の開発を行う。


